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地域医療構想調整会議の進め方について 

・「地域医療構想の進め方」（H30.2.7 地域医療計画課長通知） 

・「地域医療構想調整会議の活性化に向けた方策について」（H30.6.22 地域医療計画課長

通知） 

に係る神奈川県の対応案について 

１ 地域医療構想調整会議の協議事項について（2.7 通知・6.22 通知） 

（１）個別の医療機関ごとの具体的対応方針の決定への対応について 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○公立病院、公的医療機関等は、「新公立病院改

革プラン」「公的医療機関等 2025 プラン」を

策定し、平成 29 年度中に協議すること。 

○その他医療機関のうち、担うべき役割を大き

く変更する病院などは、今後の事業計画を策

定し、速やかに協議すること。

○上記以外の医療機関は、遅くとも平成 30 年

度末までに協議すること。 

（以下は 6.22 通知） 

○協議を開始していない医療機関について、29

年度の病床機能報告における6年後及び2025

年の病床機能予定に関するデータを 2025 年

に向けた対応方針とみなして調整会議で共有

し、協議を開始すること。 

○公的医療機関等や、その他の医療機関で、担

うべき役割や機能を大きく変更する医療機関

に対して、都道府県は、上述の協議と並行し

て、2025 年プラン又は事業計画の策定を促す

こと。

【公立・公的医療機関等】

○30 年度は情報共有と意見交換

（協議）を実施（29 年度調整会

議に資料提示済） 

【その他医療機関】 

○８月以降に、今後の対応方針（事

業計画）の作成を依頼。 

 その後の調整会議で情報共有・

意見交換（協議）を実施

（以下は 2.7 通知） 

○過剰な病床機能に転換しようとする医療機

関の計画を把握した場合には、速やかに、調

整会議へ出席し、転換する理由についての説

明を求めること。 

○事務局が、理由等を確認し、調

整会議で説明

調整会議において要望があった

場合は、医療機関に対して、次回

以降の調整会議での説明を要請 

参考資料２ 



- 2 - 

（２）病床が全て稼働していない病棟を有する医療機関への対応について 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○都道府県は、病床が全て稼働していな

い病棟（非稼働病棟）を有する医療機関

を把握した場合には、速やかに、調整会

議へ出席し、必要な説明を求めること。

・非稼働病棟を再稼働する場合、再稼働

の必要性について調整会議で議論

・過剰な病床機能で再稼働する場合、過

剰な病床機能への転換と同様とみな

し、慎重に議論

○事務局が、病床機能報告の結果を踏ま

え、理由等を確認し、調整会議で説明

 調整会議において要望があった場合

は、医療機関に対して、次回以降の調

整会議での説明を要請

（３）新たな医療機関の開設や増床の許可申請への対応について 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○新たな病床を整備する予定の医療機関

に対し、調整会議へ出席し、必要な説明

を求めること。 

○「病院等の開設等に関する指導要綱

（案）」に基づき、必要な場合には説明

を求めることができる。

【県所管域】

○病床整備事前協議の対応方針（実施の

有無・公募条件の設定等）や、事前協

議の申出の審査にあたり、調整会議に

意見を聴くこととしており、その中で

対応していく。

（原則として書面報告だが、必要に応じ

て、出席を求めることも可能。）

【政令市所管域】

○病床整備事前協議の対応方針につい

て調整会議及び各市審議会等に意見

を聴くこととしており、また、事前協

議の審査にあたっては、必要に応じ

て、調整会議に報告することとしてい

るため、その中で対応していく。

○開設者を変更する医療機関に対して

も、調整会議へ出席し、必要な説明を求

めること。 

○「病院等の開設等に関する指導要綱

（案）」に基づき、必要な場合には、説

明を求めることができる。
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２ 地域医療構想調整会議での個別の医療機関の取組状況の共有（2.7 通知） 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○都道府県は、個別の医療機関ごと（病棟ご

と）に以下の内容を提示すること。

①医療機能や診療実績

②地域医療介護総合確保基金を含む各種

補助金等の活用状況 

③公立・公的医療機関等について、病床稼

働率、紹介・逆紹介率、救急対応状況、

医師数、経営に関する情報など

○主なものについて、調整会議に資

料として提供するとともに、県の

ホームページで報告

○①については、病床機能報告結果

を整理し、県のホームページでも

公表

３ 地域医療構想調整会議の運営について（2.7 通知） 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○都道府県は、年４回は地域医療構想調整会

議を実施すること。

○平成 30 年度は原則３回とする。 

○調整会議のほか、ワーキンググル

ープなどの場を活用し、地域内の

意見交換・情報共有を進める。

４ 都道府県単位の地域医療構想調整会議について（6.22 通知） 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○都道府県は、各構想区域の議論が円滑に進

むよう県単位の地域医療構想調整会議を

設置し、以下について協議すること。

①各構想区域における調整会議の運用

②各構想区域における議論の進捗

③各構想区域が抱える課題解決

④データの分析

⑤区域を越えた広域での調整が必要な事項

※既存の会議体の活用も可

○本県では、県保健医療計画推進会

議が同様の役割を担っており、必

要に応じて、調整会議議長を招致

する。

なお、⑤については、必要に応

じて、調整会議の前後に全県又は

隣接する地域との調整の場を設け

る。

５ 都道府県主催研修会について（6.22 通知） 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○都道府県は、地域医療構想の進め方につい

て、調整会議の参加者や関係者間の認識を

共有する観点から研修会を開催すること。

○医政局主催「都道府県医療政策研修会」等

を参考に、行政からの説明、事例紹介、グ

ループワーク等を盛り込むこと。

○地域医療構想普及啓発セミナー等

の機会を活用。

○構想区域単位等で開催希望があれ

ば個別に対応する。
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６ 地域医療構想アドバイザーについて（6.22 通知） 

国の通知内容 神奈川県の対応案

○「地域医療構想アドバイザー」の養成

（都道府県の推薦を踏まえ、国が選出した

上で、研修実施など技術的支援を実施）

○アドバイザーは、事務局への助言、調整会

議に参加し助言を行う役割を担う。

○平成 30 年度については、推薦を見

送る 


